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表紙

第74回
定時株主総会
招集ご通知

2022年４月１日～2023年３月31日

♢招集ご通知……………………………………………… 1

♢株主総会参考書類……………………………………… 5
第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を
　　　　　　除く。）7名選任の件
第３号議案　監査等委員である取締役４名選任の件

♢事業報告………………………………………………… 15

ご来場の株主様へのお土産および製品の展示説明はございません。
何卒ご理解たまわりますようお願い申しあげます。

【目次】

　

日時
2023年６月28日（水曜日）
午前10時
（受付開始：午前９時）

場所
東京都世田谷区池尻三丁目１番３号
当社１階　 UTOHホール
（ご来場の際は、末尾の株主総会会場ご案内図をご参照
いただきお間違いのないようにご来訪願います。）

UTOHホールディングス株式会社
（証券コード：7999）
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株主各位

証券コード　７９９９
（発送日）２０２３年６月９日

（電子提供措置開始日）２０２３年６月６日
株 主 各 位

東京都世田谷区池尻三丁目１番３号

代表取締役社長 礒 邊 泰 彦

【当社ウェブサイト】
https://www.mutoh-hd.co.jp/ir/stock/meeting.html

【株主総会資料掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/7999/teiji/

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第７４回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配をたまわりありがたく厚く御礼申しあげます。
さて、当社第７４回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本定時株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置

事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲
載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますよう
お願い申しあげます。

【東京証券取引所ウェブサイト（上場会社情報サービス）】
東京証券取引所ウェブサイトにアクセスいただく場合には、「銘柄名（会社名）」に「MUTOHホールディン

グス」または「コード」に当社証券コード「7999」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順
に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。

なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面（郵送）によって議決権を
行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、
2023年6月27日（火曜日）午後5時15分までに議決権を行使くださいますようお願い申し
あげます。

敬　具

－ 1 －
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株主各位

１．日 時 ２０２３年６月２８日（水曜日）午前１０時（受付開始：午前９時）
２．場 所 東京都世田谷区池尻三丁目１番３号

当社１階　 ＵＴＯＨホール
（ご来場になる際は、末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第７４期（２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日まで）事業報告、連結計算書

類ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第７４期（２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案

剰余金の処分の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）7名選任の件
監査等委員である取締役４名選任の件

記

４．議決権の行使について
・書面により議決権を行使された場合の議決権行使書において、各議案に賛否の意思表示がない場合は、
賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。

・インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効なものと
してお取り扱いいたします。

・インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わず、インタ
ーネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

・当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご
提出くださいますようお願い申しあげます。また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいま
すようお願い申しあげます。

・代理人のご出席により議決権を行使される場合には、議決権を行使しうる他の株主様１名を代理人とし
て株主総会にご出席いただくことが可能です。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりま
すのでご了承ください。

・ご出席株主様へのお土産および当社製品の展示説明はございません。何卒ご理解たまわりますようお願
い申しあげます。

以　上
◎　会社法改正により、電子提供措置事項について上記の各ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認いただくことを原則と

し、基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に限り、書面でお送りすることとなりましたが、本定時株主総会にお
いては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたします。
なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令および定款第16条の規定に基づき、お送りする書面には
記載しておりません。
①　事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
②　連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結注記表）
③　計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表）
④　連結計算書類および計算書類に係る会計監査報告書
⑤　監査等委員会の監査報告書
したがいまして、お送りする書面は、監査報告をするに際し、監査等委員会および会計監査人が監査をした対象書類の一
部であります。

◎　電子提供措置事項に修正が生じた場合には、上記電子提供措置をとっている各ウェブサイトに修正した旨、修正前の事項
および修正後の事項を掲載させていただきます。

◎　本定時株主総会の決議結果につきましては、決議通知のご送付に代えて、上記電子提供措置をとっている各ウェブサイト
に掲載させていただきます。

－ 2 －
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使くださいますようお願い申し
あげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2023年6月28日（水曜日）
午前10時（受付開始:午前9時）

2023年6月27日（火曜日）
午後5時15分到着分まで

2023年6月27日（火曜日）
午後5時15分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２，３号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

◦ 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。

書面（郵送）およびインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行
使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使を
された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

－ 3 －
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権
行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。２

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。１
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。４

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。１

議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」を
ご入力ください。

２

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「パスワード」を
ご入力ください。

３

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる新し
いパスワードを設定して
ください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

「次へすすむ」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９:00～21:00）

－ 4 －
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、財務構造や将来の事
業展開を勘案しつつ内部留保の充実を図り、かつ、業績に応じた配当を継続的に実施することを
基本方針としております。
　つきましては、株主の皆様のご支援にお応えするため、第74期の期末配当は1株につき45円
とさせていただきたいと存じます。

期末配当に関する事項
①　配当財産の種類
　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額
当社普通株式１株につき　金45円
配当総額　205,407,495円

③　剰余金の配当が効力を生じる日
2023年6月29日

－ 5 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏　　　名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所有する当社
株 式 の 数

１
さ か

坂
 

　
も と

本
 

　
と し

俊
 

　
ひ ろ

弘
(1946年10月27日生)

    1970年    4 月 松下電器産業株式会社
（現：パナソニック ホールディングス株式会社）　入社

    2000年    6 月 同社取締役
    2004年    6 月 同社常務取締役
    2006年    4 月 同社代表取締役専務
    2009年    4 月 同社代表取締役副社長
    2014年    6 月 当社取締役
    2017年    6 月 当社取締役会長（現任）
    2017年    6 月 武藤工業株式会社　取締役会長 6,837株

【再任】

●取締役会の出席状況
　12/12回(100%)

（重要な兼職の状況）
ＴＣＳホールディングス株式会社　取締役

取締役候補者とした理由
同氏は、経営推進に関する豊富な経験、知見を有しており、当社取締役会の健全な運営
に貢献いたしました。取締役会議長として、更なる経営の意思決定機能および監督機能
の強化が期待できるため、引き続き選任をお願いするものであります。

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）7名選任の件
　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）8名全員は、
本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役会において戦略的
かつ機動的に意思決定が行えるよう1名減員し、取締役7名の選任をお願いするものでありま
す。なお、取締役候補者の選任につきましては、指名委員会（＊）の答申を踏まえて公正かつ適
切に決定しており、監査等委員会においても検討がなされ、全ての取締役候補者について相当で
ある旨の意見を得ております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
（＊）当社は、経営の客観性および透明性の確保に資することを目的とし、株主総会に提出する社外取締役

を含む取締役候補者の選任および解任に関する議案を取締役会に答申するため、指名委員会を設置し
ております。

－ 6 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏　　　名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所有する当社
株 式 の 数

２
い そ

礒
 

　
べ

邊
 

　
や す

泰
 

　
ひ こ

彦
( 1 9 5 6 年 9 月 8 日 生 )

    1981年    4 月 九州松下電器株式会社
（現：パナソニック コネクト株式会社）　入社

    2012年    1 月 パナソニックプレシジョンデバイス株式会社
インクジェットディビジョン　ディビジョン長

    2015年    4 月 武藤工業株式会社　開発・生産本部長
    2016年    6 月 同社取締役
    2017年    6 月 同社常務取締役
    2018年    4 月 同社専務取締役
    2018年    6 月 当社取締役
    2019年    6 月 当社常務取締役
    2020年    6 月 当社代表取締役社長（現任）
    2020年    6 月 武藤工業株式会社　代表取締役社長（現任）

5,525株

【再任】

●取締役会の出席状況
　12/12回(100%)

（重要な兼職の状況）
武藤工業株式会社　代表取締役社長
ムトーアメリカ社　取締役
ムトーヨーロッパ社　取締役

取締役候補者とした理由
同氏は、子会社の主力事業に係る豊富な市場知識と高度な技術的・専門的知見を有し、
また海外事業展開にも精通しております。グループ全体の事業推進のため、引き続き同
氏の選任をお願いするものであります。

３
か も

鴨
 

　
い

居
 

　
か ず

和
 

　
ゆ き

之
( 1 9 5 2 年 3 月 6 日 生 )

    1974年    4 月 松下電器産業株式会社
（現：パナソニック ホールディングス株式会社）　入社

    1999年    6 月 台湾松下電器株式会社　常務董事
    2009年    3 月 松下電器産業株式会社

本社監査グループ理事グループマネージャー
    2012年    6 月 三井住友トラスト・パナソニックファイナンス株式会社　副社長
    2015年    6 月 当社取締役（監査等委員）
    2016年    6 月 当社取締役（現任）
    2018年    4 月 武藤工業株式会社　常務取締役

4,232株

【再任】

●取締役会の出席状況
　12/12回(100%)

取締役候補者とした理由
同氏は、経営を監査する立場として多くの知見・経験を有し、当社取締役会の健全な運
営に貢献いたしました。海外子会社を含むグローバルな管理体制の更なる強化のため、
引き続き同氏の選任をお願いするものであります。

－ 7 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏　　　名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所有する当社
株 式 の 数

４
か

加
 

　
と う

藤
 

　
て る

晃
 

　
あ き

章
(1954年11月8日生)

    1977年    4 月 東京芝浦電気株式会社（現：株式会社東芝）　入社
    2003年    4 月 東芝デジタルメディアエンジニアリング株式会社

取締役総務部長
    2008年    6 月 東芝エレベータ株式会社　取締役常務 総務部長
    2010年    6 月 東芝セキュリティ株式会社　代表取締役社長
    2017年    6 月 武藤工業株式会社　執行役員 人事総務部長
    2018年    4 月 同社取締役
    2018年    6 月 当社取締役（現任） 4,309株

【再任】

●取締役会の出席状況
　12/12回(100%)

取締役候補者とした理由
同氏は、管理部門の立場で経営を推進してきた経験から、当社取締役会およびグループ
全体のガバナンスならびにコンプライアンスの推進に貢献いたしました。更なるガバナ
ンスならびにコンプライアンスの強化のため、引き続き同氏の選任をお願いするもので
あります。

５
せ

世
 

　
ら

羅
 

　
ま さ

政
 

　
の り

則
(1957年10月11日生)

    1981年    4 月 松下電器産業株式会社
（現：パナソニック ホールディングス株式会社）　入社

    1997年    6 月 同社経営企画室 経営計画部長
    2003年    1 月 パナソニックモバイルコミュニケーションズ株式会社

取締役 経営企画部長
    2009年    8 月 パナソニック株式会社　海外企画部長
    2012年    1 月 同社ＣＳセンター長 兼 ＣＳ本部長
    2016年    2 月 同社監査役室 常勤監査役員
    2017年    11月 武藤工業株式会社　経営企画部長
    2018年    4 月 同社取締役
    2019年    6 月 当社取締役（現任）
    2022年    4 月 武藤工業株式会社　常務取締役（現任）

2,730株

【再任】

●取締役会の出席状況
　12/12回(100%)

（重要な兼職の状況）
武藤工業株式会社　常務取締役
株式会社セコニック　取締役

取締役候補者とした理由
同氏は、事業計画立案・推進における豊富な知見・経験を有し、当社主要子会社を含む
グループ全体の事業推進に貢献いたしました。当社グループ全体の経営力強化・事業推
進のため、引き続き同氏の選任をお願いするものであります。

－ 8 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏　　　名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所有する当社
株 式 の 数

６
こ

小
 

　
ばやし

林
 

　
ゆ う

裕
 

　
す け

輔
(1964年2月17日生)

    1986年    4 月 株式会社三和銀行
（現：株式会社三菱UFJ銀行）　入行

    2008年    4 月 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
新宿中央支社　副支社長兼法人第二部部長

    2010年    10月 同社奈良支社支社長
    2012年    9 月 同社池袋支社支社長
    2016年    6 月 当社取締役（現任）
    2017年    7 月 ＴＣＳホールディングス株式会社

人事組織部長 兼 経営管理部長
    2018年    6 月 ムトーアイテックス株式会社

代表取締役社長（現任）
    2019年    4 月 ＴＣＳホールディングス株式会社

社長室長（現任）

－株

【再任】

●取締役会の出席状況
　12/12回(100%)

（重要な兼職の状況）
ムトーアイテックス株式会社　代表取締役社長

取締役候補者とした理由
同氏は、長く金融機関の責任者を務めた経験から、経理・財務の豊富な知見・経験を有
し、当社グループの経営資源の有効活用に貴重な助言・提言をしており、引き続き同氏
の選任をお願いするものであります。

７
た か

髙
 

　
や ま

山
 

　
よ し

芳
 

　
ゆ き

之
(1977年3月28日生)

    2003年    6 月 東京コンピュータサービス株式会社
（現：TCSホールディングス株式会社）　取締役

    2007年    3 月 ムトーアイテックス株式会社　代表取締役社長
    2008年    6 月 当社取締役（現任）
    2018年    5 月 ＴＣＳホールディングス株式会社

代表取締役社長（現任）

23,433株

【再任】

●取締役会の出席状況
　12/12回(100%)

（重要な兼職の状況）
ＴＣＳホールディングス株式会社　代表取締役社長
東京コンピュータサービス株式会社　代表取締役社長
豊栄実業株式会社　代表取締役社長
ムトーアイテックス株式会社　取締役
株式会社セコニック　取締役

取締役候補者とした理由
同氏は、当社の大株主であるＴＣＳホールディングス株式会社の代表取締役社長であり
ます。同氏は、株主の視点と経営に関する幅広い視野で当社グループの事業運営につい
て適切な提言を行っております。同氏の能力・識見は当社グループの持続的成長のため
必要であり、引き続き同氏の選任をお願いするものであります。

－ 9 －
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取締役選任議案

（注）１．ＴＣＳホールディングス株式会社は、当社の大株主であります。
２．武藤工業株式会社、株式会社ムトーエンタープライズおよびムトーアイテックス株式会社は、いずれ

も当社の子会社であり、ムトーアメリカ社およびムトーヨーロッパ社は当社の孫会社であります。
３．株式会社セコニックは、当社の持分法適用会社であります。
４．候補者小林裕輔氏は、ムトーアイテックス株式会社の代表取締役社長であります。また、候補者髙山

芳之氏は、TCSホールディングス株式会社および豊栄実業株式会社の代表取締役社長ならびにムトー
アイテックス株式会社の取締役であり、各社と当社との間には、次の取引関係があります。
・ムトーアイテックス株式会社　　　　当社情報システム構築および不動産賃貸
・TCSホールディングス株式会社　　　業務提携
・豊栄実業株式会社　　　　　　　　　損害保険代理業務委託

５．その他の取締役候補者と当社との間に、特別の利害関係はありません。
６．各取締役候補者の取締役会の出席状況は、会社法第370条および定款第27条第2項に基づく決議があ

ったものとみなす取締役会を除いております。
７．当社は、会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して

おり、当該保険契約の内容の概要は、事業報告28頁に記載のとおりです。各取締役候補者の選任が
承認されますと、引き続き当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契
約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

－ 10 －
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監査等委員選任議案

候補者
番　号 氏　　　名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所有する当社
株 式 の 数

１
いの

井
 

　
うえ

上
 

　
たか

孝
 

　
し

司
(1965年1月23日生)

    1983年    3 月 北部通信工業株式会社　入社
    2003年    11月 同社取締役
    2007年    6 月 同社常務取締役
    2020年    6 月 同社代表取締役社長（現任）
    2021年    6 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

－株

【再任】
【社外独立】

【在任年数】2年

●取締役会の出席状況
　11/12回
●監査等委員会の出席状況
　14/15回

（重要な兼職の状況）
北部通信工業株式会社　代表取締役社長
株式会社セコニック　取締役
日東通信機株式会社　取締役
テストデータシステム株式会社　代表取締役社長

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
同氏は、豊富なものづくりと経営経験に基づく幅広い識見を有しており、当社の取締役
会の意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待できるため、同氏を当社の監査等委員
である社外取締役として選任をお願いするものであります。

第３号議案　監査等委員である取締役4名選任の件
　監査等委員である取締役3名は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つき
ましては、監査体制の強化を図るため、監査等委員である取締役を1名増員することといたした
く、監査等委員である取締役4名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきましては、指名委員会(＊)の答申を踏まえて公正かつ適切に決定してお
り、監査等委員会においても検討がなされ同意を得ております。また、監査等委員である取締役
より、監査等委員である取締役候補者について相当である旨の意見を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
（＊）当社は、経営の客観性および透明性の確保に資することを目的とし、株主総会に提出する社外取締役

を含む取締役候補者の選任および解任に関する議案を取締役会に答申するため、指名委員会を設置し
ております。

－ 11 －
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監査等委員選任議案

候補者
番　号 氏　　　名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所有する当社
株 式 の 数

２
やま

山
 

　
さき

崎
 

　
こう

浩
 

　
た

太
 

　
ろう

郎
(1955年7月14日生)

    1979年    4 月 東京芝浦電気株式会社（現：株式会社東芝）　
入社

    2003年    4 月 同社　法務部リスクコンプライアンスセンター長
    2005年    4 月 同社　人事総務部川崎開発室長
    2007年    4 月 東芝松下ディスプレイテクノロジー株式会社

執行役員　総務部長
    2011年    6 月 株式会社銀座パーキングセンター　代表取締役
    2016年    6 月 東芝保険サービス株式会社　監査役
    2018年    6 月 東芝デジタルソリューションズ株式会社　監査役

東芝電波プロダクツ株式会社　監査役
    2022年    6 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

－株

【再任】
【社外独立】

【在任年数】1年

●取締役会の出席状況
　10/10回
●監査等委員会の出席状況
　11/11回

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
同氏は、製造業を中心とした管理部門の責任者および監査役の経験を有しており、当社
の取締役会の重要事項の決定および業務執行の監督等に期待し、監査等委員である社外
取締役として、選任をお願いするものであります。

３
おお

大
 

　
つぼ

坪
 

　
かず

和
 

　
とし

敏
(1968年3月25日生)

    1997年    4 月 弁護士登録
    2000年    5 月 馬場・澤田法律事務所　入所
    2013年    6 月 日商岩井紙パルプ株式会社　社外監査役（現任）
    2019年    6 月 JNC株式会社　社外監査役（現任）
    2021年    11月 司法試験考査委員・司法試験予備試験考査委員

（現任）
    2022年    3 月 最高裁判所民事規則制定諮問委員会幹事

（現任）

（重要な兼職の状況）
日商岩井紙パルプ株式会社　社外監査役
JNC株式会社　社外監査役 －株

【新任】
【社外独立】

【在任年数】－

●取締役会の出席状況
　－回
●監査等委員会の出席状況
　－回

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
同氏は、弁護士として豊富な経験と高い識見を有し、特に法律に関する専門的な観点か
ら、経営陣から独立した立場で当社取締役会の意思決定機能や監督機能の強化、また、
当社グループのコーポレート・ガバナンス、コンプライアンス等に適切な助言・提言を
いただくことを期待し、監査等委員である社外取締役候補者として選任をお願いするも
のであります。なお、同氏は社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与したこ
とはありませんが、弁護士として企業法務に精通しており、当社の監査等委員である社
外取締役として選任をお願いするものであります。

－ 12 －



2023/05/30 15:41:16 / 22948784_ＭＵＴＯＨホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査等委員選任議案

候補者
番　号 氏　　　名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所有する当社
株 式 の 数

4
さか

坂
 

　
もと

本
 

　
ひろ

弘
 

　
こ

子
( 1 9 5 8 年 9 月 4 日 生 )

    1981年    4 月 株式会社朝日新聞社　入社
    2006年    4 月 同社人材開発室長
    2010年    4 月 同社教育事業センター長
    2013年    6 月 同社執行役員　企画事業担当
    2016年    6 月 同社執行役員　名古屋本社代表
    2018年    6 月 同社　常勤監査役

－株

【新任】
【社外独立】

【在任年数】－

●取締役会の出席状況
　－回
●監査等委員会の出席状況
　－回

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
同氏は、大手新聞社において豊富な経営経験を有し、また人材開発にも携わった経歴よ
り、当社の取締役会の多様性に貢献していただき、コーポレート・ガバナンスやサステ
ナビリティへの提案を期待できるため、当社の監査等委員である社外取締役として選任
をお願いするものであります。

（注）１．井上孝司氏は、北部通信工業株式会社の代表取締役社長で、当社は同社と賃貸借契約を締結して事務
所を賃貸しておりますが、2022年度の同社と当社との間の取引金額は、双方から見て連結売上高の
1%未満であります。

２．その他の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
３．株式会社セコニックは、当社の持分法適用会社であり、特定関係事業者であります。井上孝司氏

は、同社の社外取締役であります。
４．各候補者は、会社法施行規則第2条第3項第7号の規定する社外取締役候補者であります。
５．当社は、井上孝司氏および山崎浩太郎氏を株式会社東京証券取引所の規定する独立社員として指定

し、同取引所に届け出ており、両氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定で
あります。また、大坪和敏氏および坂本弘子氏につきましても、同取引所の規定する独立役員の要
件を満たしており、両氏の選任が承認された場合には、独立役員として指定する予定であります。

６．当社は、井上孝司氏および山崎浩太郎氏との間で、会社法第427条第1項に基づき、同法第423条第
1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、その職務を行うにつき善意で重大な過失がないときは、同法第425条第1項に定める最低責任限
度額としており、両氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。また、大
坪和敏氏および坂本弘子氏の選任が承認された場合は、同内容の責任限定契約を締結する予定であ
ります。

７．当社は、会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おり、当該保険契約の内容の概要は、事業報告28頁に記載のとおりです。各候補者の選任が承認さ
れますと、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は次回更新
時においても同内容での更新を予定しております。

８．各候補者の取締役会の出席状況は、会社法第370条および定款第27条第2項に基づく決議があった
ものとみなす取締役会を除いております。

－ 13 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

2023/05/30 15:41:16 / 22948784_ＭＵＴＯＨホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査等委員選任議案

地 位 ・ 氏 名

専 門 性 と 経 験
企 業 経 営 経 営 企 画

・
事 業 企 画

製 造
・

研 究 開 発

営 業
・

マーケティング

ITデジタル 経 済
・

財 務 会 計

法 務
・

リ ス ク
マネジメント

組 織
・

人 材 開 発

国 際 性
・

グローバル経験

取 締 役

坂本俊弘 ● ● ● ●

礒邊泰彦 ● ● ● ●

鴨居和之 ● ● ●

加藤晃章 ● ● ●

世羅政則 ● ● ●

小林裕輔 ● ● ●

髙山芳之 ● ● ● ●

取 締 役
(監査等
委 員 )

井上孝司 社 外
独 立 ● ● ●

山崎浩太郎 社 外
独 立 ● ●

大坪和敏 社 外
独 立 ● ●

坂本弘子 社 外
独 立 ● ●

参　考

取締役（監査等委員である取締役を含む。）候補者の専門性と経験（スキル・マトリックス）
　取締役会は、当社が必要とする専門知識や経験等のバックグラウンドが異なる多様なメンバーで
構成することとし、社外取締役にあたっては、多様な視点から業務執行を監督するために、社外取
締役全体の専門性、経験、業種の多様性、バランスを考慮し、当社の中期的な経営課題を適切に監
督するための専門性・経験を有している人材で構成することを方針としております。
　第2号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）7名選任の件」および第3号議案「監査
等委員である取締役4名選任の件」が承認された場合、当社の取締役会は以下のようなスキルを持
ったメンバーにより構成されることとなります。

以上
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産および損益の状況

(2022年４月 1 日から
2023年３月31日まで)
事　業　報　告

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果
イ．全般的経営の状況

　当連結会計年度における世界の経済環境は、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化、資源
価格の高騰をはじめとするインフレ進行、各国の金融引き締め政策等により、景気後退に対
する警戒感が高まっています。一方、３年にわたるコロナウイルス感染症拡大の鎮静化傾向
による活動制限の緩和とともに物流リードタイムの改善、サプライチェーン混乱の収束が進
んでいます。地域別に見ますと、米国においては、リバウンド消費が続くサービス業が景気
を下支えする一方、一部の金融機関の経営破綻、金融引き締めによる企業の設備投資活動に
減速傾向が見られ、先行き不安定な状況です。欧州においては、インフレの高止まりと継続
的な利上げによる金融引き締めにより景気悪化が懸念されています。中国においては、ゼロ
コロナ政策の解除により景気は急回復しているものの、欧米の景気減速を受け輸出は低迷し
ています。国内においては、個人消費とインバウンド需要の回復によりサービス業を中心に
経済活動は活発な動きが見られる一方、生活全般に拡大する物価上昇、外需の減速による製
造業の生産活動の抑制など、景気の先行き不透明感は解消されていません。

　このような状況のなか、当社グループは、開発・製造・販売の革新による収益性の改善、
適正在庫運営、保有資産の圧縮、固定費の抜本的見直しなどキャッシュ・フローを重視した
施策に加えて、新製品による粗利構造改革を推進してまいりました。さらに、働き方改革に
取り組むとともに、インターネットを活用した営業活動など新しい経営の姿を模索してまい
りました。
　大判インクジェットプリンタ事業においては、当社グループの製品価値向上、市場競争力
強化に繋げるため、UV-LED照射器を核とした光源技術を応用し、インク硬化用・照明機器
用・半導体製造装置用等の照射器や検査装置の企画・開発・製造・販売を行っているアンプ
スピード株式会社を昨年４月に当社グループの傘下としました。
　米国において９月にPRINTING United Alliance（米国印刷工業会）の主催する『2022 
Pinnacle Product Award』を11年連続で受賞し、欧州においても10月にデジタルプリン
ティング業界における最も信頼できるリソースを提供する企業として認識されているキーポ
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産および損益の状況

イントインテリジェンス社により「クラス最高」と認められる『BLI Pick Award2023』を
受賞するなど、ＭＵＴＯＨは、メイド・イン・ジャパンの高品質な設計と製造、そして最高
のサービスを誇りとした品質に妥協することのない、常に高い印刷品質、生産性、信頼性を
最優先事項として製品開発に取り組み、世界各地で高く評価されています。なお、この４月
に中核事業会社の武藤工業株式会社にアンプスピード株式会社を吸収合併することにより、
技術・ノウハウの共有、人的交流を加速させ、競争力のある製品開発および新規事業の可能
性の探求をより一層推進してまいります。
　設計計測機器事業ならびに３Ｄプリンタ事業においては、両事業間の連携により、ＣＡＤ
から３Ｄ出力までのトータルサービスを提供する「教育機関向けＭＵＴＯＨパッケージ」を
商品化、国内におけるデジタル化教育のニーズに応えるソリューションとして販売展開して
おります。また前期より両事業の主力製品の製造を外部委託先から自社の諏訪工場に集約
し、大判インクジェットプリンタを含む品質・生産管理や調達の一元化・生産の平準化によ
り、品質の向上、コストの削減に向け改革を推進中です。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は、年度前半から一部主要部品の供給課題が継続し
製品出荷に影響が出たものの、販売機会の損失を最小限に抑え、年度後半からは高騰が続く
原材料価格の一部を製品価格に転嫁し、加えて為替の円安による押上げもあり、167億94
百万円（前期比6.0％増）となりました。
　営業利益は、物流費と原材料の高騰による減益要因を為替の円安で相殺し、加えて、工場
稼働の維持と継続した原価率改善の取り組み、一部価格転嫁等により９億67百万円（前期
比78.6％増）となり、前期に対して大幅増益となりました。
　経常利益は、営業利益に受取利息、持分法による投資利益などの営業外収益と為替差損な
ど営業外費用の計上により９億79百万円（前期比31.7％増）となりました。親会社株主に
帰属する当期純利益は、法人税等の計上および非支配株主に帰属する当期純利益の控除のほ
かに、法人税等調整額（益）を２億12百万円計上したことにより８億78百万円（前期比
13.5％増）となりました。なお、当連結会計年度の平均為替レートは、１ドル135.50円
（前期比20.6％の円安）、１ユーロ140.98円（前期比8.0％の円安）に推移しました。

－ 16 －



2023/05/30 15:41:16 / 22948784_ＭＵＴＯＨホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産および損益の状況

ロ．事業別の状況
情報画像関連機器事業

　当連結会計年度の経営成績は、売上高128億82百万円（前期比8.3％増）、セグメン
ト利益６億６百万円（前期比169.3％増）となり、物流コストならびに原材料価格の高
騰・部材供給課題が収益に影響を及ぼしましたが、工場稼働の維持と原価率改善の取り
組み等の収益構造改革、さらに為替の円安による押上げもあり、前期に対して増収増益
になりました。
　地域別には、アジア地域は売上高38億92百万円（前期比0.1％減）、セグメント利益
４億46百万円（前期比82.4％増）、北アメリカ地域は売上高37億71百万円（前期比
22.1％増）、セグメント利益１億23百万円（前期は９百万円の損失）、ヨーロッパ地域
は売上高52億18百万円（前期比6.3％増）、セグメント利益35百万円（前期は10百万
円の損失）となりました。

情報サービス事業
当連結会計年度の経営成績は、販売は堅調に推移し収益性の改善取組みにより増益と

なり、売上高22億31百万円（前期比0.5％増）、セグメント利益２億71百万円（前期
比6.1％増）となりました。

設計計測機器事業
当連結会計年度の経営成績は、年度末需要の減少および原材料価格高騰の影響等によ

り減収減益となり、売上高12億55百万円（前期比3.1％減）、セグメント利益１億70百
万円（前期比29.9％減）となりました。

不動産賃貸事業
当連結会計年度の経営成績は、所有不動産の一部を自社利用物件から賃貸物件へ転用

したことにより増収となり、売上高２億19百万円（前期比8.8％増）、セグメント利益
１億78百万円（前期比0.4％増）となりました。

その他の事業
当連結会計年度の経営成績は、減収減益となり、売上高２億５百万円（前期比13.0％

減）、セグメント損失48百万円（前期は21百万円の損失）となりました。
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産および損益の状況

■企業集団の事業区分別売上高の推移 （単位：百万円）

事 業 区 分 (2021年４月 1 日から
2022年３月31日まで)

第 73 期

　
(2022年４月 1 日から

2023年３月31日まで)
第 74 期(当期)

　 前期比

金 額 構 成 比 率
(％) 金 額 構 成 比 率

(％)

情 報 画 像 関 連 機 器 事 業 11,894 75.1 12,882 76.7 8.3％増

情 報 サ ー ビ ス 事 業 2,221 14.0 2,231 13.3 0.5％増

設 計 計 測 機 器 事 業 1,294 8.2 1,255 7.5 3.1％減

不 動 産 賃 貸 ・ そ の 他 の 事 業 437 2.7 424 2.5 3.0％減

計 15,848 100.0 16,794 100.0 6.0％増

②　設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資の総額は3億58百万円で、その主なものは生産用設備・開発用設

備の購入、ソフトウェア開発およびITインフラの投資、保有建物の省エネ化投資であります。

③　資金調達の状況
該当事項はありません。

④　重要な企業再編等の状況
該当事項はありません。
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産および損益の状況

⑵　直前３事業年度の財産および損益の状況 （単位：百万円）

区　　分 第71期
(2020年３月期)

第72期
(2021年３月期)

第73期
(2022年３月期)

第74期
(当連結会計年度)
(2023年３月期)

売 上 高 16,124 14,151 15,848 16,794

経 常 利 益 △600 △291 743 979

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 △1,015 △1,200 773 878

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 △223円25銭 △263円62銭 169円76銭 192円51銭

総 資 産 26,869 25,222 26,674 27,316

純 資 産 21,113 20,268 21,243 22,406

１ 株 当 た り 純 資 産 額 4,481円03銭 4,283円46銭 4,485円91銭 4,727円93銭

（注）１．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数に基づき算出しており、１株当たり純資産額は期末
発行済株式総数に基づき算出しております。

２．△は損失を示しております。
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重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当 社 の
議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

武 藤 工 業 株 式 会 社 350百万円 100.0％

・情報画像関連機器の開発・製造・販売・
保守メンテナンス

・設計製図機器等の開発・製造・販売・保
守メンテナンス

・ＣＡＤ・関連ソフトウェアの開発・販売

株 式 会 社
ムトーエンタープライズ 100百万円 100.0％

・スポーツケア用品の輸入・開発・製造・
販売

・不動産賃貸業

ム ト ー ア イ テ ッ ク ス
株 式 会 社 100百万円 50.2％ ・システムインテグレーション

・アプリケーションソフトウェアの開発

特定完全子会社の名称 武藤工業株式会社

特定完全子会社の住所 東京都世田谷区池尻三丁目1番3号

当社および当社の完全子会社における
特定完全子会社の株式の帳簿価額の合計額 6,663百万円

当社の総資産額 17,347百万円

⑶　重要な子会社の状況
①子会社の状況

（注）上記重要な子会社の状況に記載した3社を含め、連結子会社は13社であります。

②事業年度末日における特定完全子会社の状況
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対処すべき課題

⑷　対処すべき課題
当社グループを取り巻く経営環境は、ウクライナ情勢その他の地政学的リスク、原材料価格

の値上がりが続く一方、インフレ進行に伴う各国の金融引き締め政策による景気後退が懸念さ
れております。
このような状況を踏まえ、当社グループは、日米欧を中心とした販売施策と原価低減活動に

取り組むとともに、原材料価格高騰に対する価格転嫁の拡大を実施し、事業の持続的成長と安
定収益基盤の確立による通期営業損益の改善を最重要課題として事業構造改革に取り組んでま
いります。また、環境負荷を軽減する製品・サービスの開発・導入を積極的に推進すること
で、持続的な企業価値向上を目指してまいります。
当社グループのセグメントごとの取り組みは下記のとおりです。

①情報画像関連機器事業
当社グループが強みとする産業機器分野の市場環境は、競争の激化と低価格化傾向が顕著に

進む厳しい状況ではありますが、当社グループは、収益構造の改善に取り組んでまいります。
大判インクジェットプリンタ事業においては、業界初となるプリントサイズの新ＵＶフラッ

トベッドプリンタや業界最先端レベルの人体安全性を誇る新インク等の高付加価値新製品を下
半期に市場投入することで、増収増益を目指してまいります。
また、３Ｄプリンタ事業では、高度な造形精度を求められる業界等への展開に注力しており

ます。新製品では複合材料により、高強度・高精度の造形を実現し、新たな生産方法について
提案してまいります。

②情報サービス事業
引き続き、ＣＡＤ関連事業の強化とともに、需要創造型事業であるシステムインテグレーシ

ョン・ソリューションサービス事業におけるグループ内協業体制の強化により積極的な営業展
開を図ってまいります。

③設計計測機器事業
圧倒的なシェアを誇るドラフターをはじめとして、長年の実績からの信頼性と確かな製品を

提供し、安定した収益を確保してまいります。

④不動産賃貸事業
不動産物件の新規取得を推進して、安定収益源としての基盤強化に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻をたまわりますようお願い申し
あげます。
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主要な事業内容

事 業 区 分 主 要 な 製 品 ・ サ ー ビ ス 等

情 報 画 像 関 連 機 器 事 業

・グラフィックアーツ用大判プリンタ
・ＣＡＤ図面出力用プロッタ
・業界特化型プロッタ
・イメージスキャナ
・３Ｄプリンタ
・関連サプライ品

情 報 サ ー ビ ス 事 業

・ＣＡＤおよび関連ソフトウェア
・システムインテグレーション
・ソフトウェア開発
・３Ｄソリューションサービス

設 計 計 測 機 器 事 業 ・設計製図機器
・光学式計測器

不 動 産 賃 貸 事 業 ・不動産賃貸

そ の 他 の 事 業 ・スポーツケア用品

⑸　主要な事業内容（２０２３年３月３１日現在）
当社グループは、当社および連結子会社13社、非連結子会社1社から構成され、情報画像関連

機器の開発・製造・販売、情報サービス、設計製図機器および光学式計測器の製造・販売、およ
び不動産賃貸を主な事業とし、さらにスポーツケア用品等の事業展開を行っております。
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主要な営業所および工場

会 社
（ 当 社 と の 関 係 ） 事 業 所 住 所

当 社 本 社 東京都世田谷区池尻三丁目１番３号

武 藤 工 業 株 式 会 社
（ 子 会 社 ）

本 社 東京都世田谷区
営 業 所 東京都世田谷区、愛知県名古屋市、大阪府吹田市
工 場 長野県諏訪郡

株式会社ムトーエンタープライズ
（ 子 会 社 ）

本 社 東京都世田谷区
営 業 所 神奈川県相模原市

ア ン プ ス ピ ー ド 株 式 会 社
（ 子 会 社 ） 本 社 長野県諏訪市

ムトーアイテックス株式会社
（ 子 会 社 ）

本 社 東京都世田谷区
営 業 所 北海道札幌市、千葉県千葉市、神奈川県横浜市、

愛知県名古屋市、大阪府大阪市
ム ト ー ア メ リ カ 社
（ 孫 会 社 ）

本 社 アメリカ合衆国アリゾナ州
営 業 所 アメリカ合衆国カリフォルニア州

ム ト ー ヨ ー ロ ッ パ 社
（ 孫 会 社 ） 本 社 ベルギー王国オステンド

ム ト ー ド イ ツ 社
（ 孫 会 社 ） 本 社 ドイツ連邦共和国デュッセルドルフ

ム ト ー ノ ー ス ヨ ー ロ ッ パ 社
（ 孫 会 社 ）

本 社 ルクセンブルグ大公国ルクセンブルグ
営 業 所 フィンランド共和国ヴァンター、リトアニア共和国カウナス、

ラトビア共和国リガ、エストニア共和国タリン
ム ト ー オ ー ス ト ラ リ ア 社
（ 孫 会 社 ） 本 社 オーストラリア連邦ニューサウスウェールズ州

⑹　主要な営業所および工場（２０２３年３月３１日現在）
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減
情 報 画 像 関 連 機 器 事 業 319名 （101名） 14名減 （21名増）
情 報 サ ー ビ ス 事 業 234名 （3名） 11名減 （1名増）
設計計測機器事業、不動産賃貸事業、その他の事業 26名 （1名） － （4名減）
全 社 （ 共 通 ） 22名 （5名） 6名減 （1名増）

合 計 601名 （110名） 31名減 （19名増）

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
22名（5名 ） 6名減（1名増 ） 46.4歳 8.9年

⑺　使用人の状況（２０２３年３月３１日現在）
①　企業集団の使用人の状況

（注）１．使用人数は就業員数であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均人員を外書で記載しております。
なお、臨時従業員数には人材派遣会社からの派遣社員を含めて表示しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない当社の従業員であ
ります。

３．臨時従業員数が前期末と比較して増加した主な理由は、生産体制の合理化によるものになります。

②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均人員を外書で記載しております。

⑻　主要な借入先の状況（２０２３年３月３１日現在）
　該当事項はありません。

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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株式の状況

①　発行可能株式総数 17,000,000株
②　発行済株式の総数 5,054,818株（自己株式490,207株を含む。）
③　株主数
④　単元株式数

6,677名
100株

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

Ｔ Ｃ Ｓ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 1,322,000株 29.0％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
（信託口） 186,600株 4.1％

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 178,200株 3.9％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 107,139株 2.3％

ユ ニ シ ス テ ム 株 式 会 社 92,300株 2.0％

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ ・ シ ス テ ム 開 発 株 式 会 社 82,000株 1.8％

S M B C 日 興 証 券 株 式 会 社 68,300株 1.5％

公 益 社 団 法 人 日 本 設 計 工 学 会 68,058株 1.5％

戸 田 智 之 62,000株 1.4％

ＭＵＴＯＨホールディングス協力企業持株会 61,095株 1.3％

２．会社の現況
⑴　株式の状況（２０２３年３月３１日現在）

⑤　大株主（上位１０名）

（注）１．当社は、自己株式を490,207株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
３．当社は、2022年6月28日開催の取締役会の決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として2022年7月

27日付で5,500株の自己株式を処分いたしました。
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株式の状況

株式数 交付対象者数
取締役（社外取締役および監査等
委員である取締役を除く。） 3,200株 4名

社外取締役 －株 －名

監査等委員である取締役 －株 －名

⑥当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）１．当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告29頁「④取締役の報酬等」に記載しております。
２．取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く。）7名のうち3名は、金融商品取引法第

27条の2の規定に基づき交付の対象外となり交付対象者数は4名となります。
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会社役員の状況

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 会 長 坂 本 俊 弘 ＴＣＳホールディングス株式会社　取締役

代 表 取 締 役 社 長 礒 邊 泰 彦
武藤工業株式会社　代表取締役社長
ムトーアメリカ社　取締役
ムトーヨーロッパ社　取締役

取 締 役 鴨 居 和 之

取 締 役 加 藤 晃 章 株式会社ムトーエンタープライズ　取締役

取 締 役 世 羅 政 則 武藤工業株式会社　常務取締役
株式会社セコニック　取締役

取 締 役 小 林 裕 輔 ムトーアイテックス株式会社　代表取締役社長

取 締 役 髙 山 芳 之

ＴＣＳホールディングス株式会社　代表取締役社長
東京コンピュータサービス株式会社　代表取締役社長
豊栄実業株式会社　代表取締役社長
ムトーアイテックス株式会社　取締役
株式会社セコニック　取締役

取 締 役
（ 社 外 ） 御 園 生 眞

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 飛 田 　 博

弁護士法人飛田＆パートナーズ法律事務所　代表
大和ハウス・アセットマネジメント株式会社　監査役
東京国際空港ターミナル株式会社　監査役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 井 上 孝 司

北部通信工業株式会社　代表取締役社長
株式会社セコニック　取締役
日東通信機株式会社　取締役
テストデータシステム株式会社　代表取締役社長

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 山 崎 浩 太 郎

⑵　会社役員の状況
①　取締役の状況（２０２３年３月３１日現在）

（注）１．ＴＣＳホールディングス株式会社は、当社の大株主であります。
２．御園生眞氏、飛田博氏、井上孝司氏および山崎浩太郎氏は、社外取締役であります。
３．当社は、御園生眞氏、飛田博氏、井上孝司氏および山崎浩太郎氏を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
４．2022年6月28日開催の第73回定時株主総会終結の時をもって、遠藤孝一氏は取締役を辞任いたしま

した。
５．監査等委員会設置会社のもと、監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じた組織的な監査を

実施しているため、必ずしも常勤者の選定を必要としないことから、常勤の監査等委員を選定してお
りません。
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会社役員の状況

②　責任限定契約の内容の概要
当社と取締役御園生眞氏、飛田博氏、井上孝司氏および山崎浩太郎氏は、会社法第427条第

1項に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、その職務を行うにつき善意で重大な過失がない

ときは、会社法第425条第1項に定める最低責任限度額としております。

③　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で

締結しております。当該保険契約の被保険者は、当社および当社子会社のすべての役員ならび
に当社および当社子会社が採用する執行役員制度上の執行役員であり、被保険者は保険料を負
担しておりません。当該保険契約により被保険者のその職務の執行に関し責任を負うことまた
は当該責任の追及にかかる請求を受けることによって生ずることのある損害が填補されること
となります。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、公序良
俗に反するような被保険者の故意または重過失に起因する損害賠償請求等は填補の対象としな
いこととしております。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定し
ております。
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会社役員の状況

区　　　　　分 報酬等の
総 額

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 対象となる役
員 の 員 数基 本 報 酬 非 金 銭

報 酬 等
業 績 連 動
報 酬 等 退 職 慰 労 金

取締役（監査等委員である取締役を除く。）
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

60百万円
(2百万円)

52百万円
(2百万円)

6百万円
(－円)

2百万円
(－円)

－円
(－円)

7名
(1名)

監 査 等 委 員 で あ る 取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

8百万円
(7百万円)

8百万円
(7百万円)

－円
(－円)

－円
(－円)

－円
(－円)

4名
(3名)

合 計
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

69百万円
(8百万円)

60百万円
(8百万円)

6百万円
(－円)

2百万円
(－円)

－円
(－円)

11名
(4名)

④　取締役の報酬等
イ．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１．上記の報酬等の額は、百万円未満を四捨五入しております。
２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額は、2015年6月26日開催の第66回定時株主総

会において、年額2億16百万円以内（使用人分給与は含まない。）と決議しております。当該定時株
主総会終結時点の取締役の員数は8名であります。

４．監査等委員である取締役の報酬額は、2015年6月26日開催の第66回定時株主総会において年額36
百万円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は3名であ
ります。

５．業績連動報酬等の額の算定の基礎として選定した業績指標の内容および当該業績指標を選定した理由
は、事業報告30頁記載の「c. 業績連動報酬（金銭報酬）の額の決定に関する方針」のとおりであり
ます。また、業績連動報酬等の額の算定方法は、役位別の基準額に対し、各取締役の業務執行の達成
度合いに応じた数を乗じたものであります。なお、当事業年度の営業利益は前期比78.6%増の9億67
百万円であります。

６．非金銭報酬等の内容は、当社の譲渡制限付株式の付与のための報酬（金銭債権）であり、割当ての際
の条件等は、事業報告30頁記載の「d．業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額または
数の算定方法の決定に関する方針」のとおりであります。また、当事業年度における交付状況は、事
業報告26頁記載の「⑥当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況」
に記載しております。

７．当事業年度末日現在の取締役は8名、監査等委員である取締役は3名であります。上記の取締役員数
および監査等委員である取締役の員数と相違しておりますのは、2022年6月28日開催の第73回定時
株主総会終結の時をもって辞任した監査等委員である取締役1名が含まれることと、無報酬の取締役
が1名在任しているためであります。

ロ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2021年2月22日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を
除く。以下、本項において同じ。）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を以下のとお
り決議しております。さらに、2022年2月17日開催の取締役会において、よりインセンテ
ィブを強める方針を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議す
る内容について報酬委員会へ諮問し、答申を受けております。
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会社役員の状況

a．決定方針
当社の取締役の報酬等に関する決定方針は、当社の業績や経営内容、社会情勢、各役
割に応じた貢献度合いのほか、他社水準等を考慮しながら総合的に勘案し、企業価値
の持続的な向上を図るインセンティブとして機能させることを目的として決定されて
おります。

b．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期
または条件の決定に関する方針を含む）

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、当社の業績や経営内容、社会情
勢、各役割に応じた貢献度合いのほか、他社水準等を考慮しながら総合的に勘案し、
役位ごとに7ランクに細分化した報酬表を策定し、それに照らして決定しております。

ｃ．業績連動報酬（金銭報酬）の額の決定に関する方針
当社の取締役に短期的な業績向上を図るインセンティブを与えることを目的として、
半期の業績が一定の水準を越えた場合に、金銭報酬を支給します。業績連動報酬は、
短期のインセンティブの性質をもつため、営業利益を業績の指標としております。ま
た、各取締役への具体的な支給時期および配分については、取締役会において決定し
ております。

d．業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関す
る方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）

当社の取締役に、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとと
もに、株主との一層の価値共有を進めることを目的として、報酬枠の範囲内で譲渡制
限付株式の付与のための報酬を支給しております。この報酬は金銭債権とし、その総
額は、上記の目的を踏まえ相当と考えられる報酬枠内の金額として、2020年6月25日
開催の第71回定時株主総会において、年額50百万円以内と決議されております。当該
定時株主総会終結時点の取締役の員数は7名となり、対象取締役は5名となります。ま
た、各取締役への具体的な支給時期および配分については、取締役会において決定し
ております。

e．個人別の報酬等の決定にかかる委任に関する事項
取締役会は、報酬委員会（監査等委員　飛田博氏、取締役会長　坂本俊弘氏、取締役
髙山芳之氏）に対し、各取締役の基本報酬の額および社外取締役を除く各取締役の業
務執行の成果を踏まえた基本報酬の評価配分（以下、本項において「報酬等」とい
う。）の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ
各取締役について公正な評価を行うには報酬委員会が適していると判断したためであ
ります。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の報酬等に関して、報酬委員会により
決定された報酬等の内容の決定方法および決定された報酬等の内容が取締役会の定め
た決定方針を尊重し、かつ整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うも
のであると判断しております。
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会社役員の状況

ハ．監査等委員である取締役の報酬等
　監査等委員である取締役の報酬は、監査等委員である取締役の協議により決定し、中立の
立場から監査・監督機能を担う役割を鑑み、業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の支給は
ありません。

ニ．社外取締役が当社の子会社から受けた役員報酬等の総額
該当事項はありません。

⑤　社外取締役に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職状況および当社と当該他の法人等との関係

・社外取締役（監査等委員）飛田博氏は、弁護士法人飛田＆パートナーズ法律事務所代表、
大和ハウス・アセットマネジメント株式会社および東京国際空港ターミナル株式会社の監
査役であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・社外取締役（監査等委員）井上孝司氏は、北部通信工業株式会社およびテストデータシス
テム株式会社の代表取締役社長ならびに株式会社セコニックおよび日東通信機株式会社の
社外取締役であります。株式会社セコニックは、当社の持分法適用会社であり、特定関係
事業者であります。北部通信工業株式会社と当社との間には不動産賃貸の取引がありま
す。当社とその他の兼職先との間には特別の関係はありません。
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会社役員の状況

活動状況および
期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役
御園生　眞

同氏は2022年6月28日に開催された第73回定時株主総会において社外取締
役に選任され、就任いたしました。当事業年度において就任後開催された取
締役会10回のうち7回に出席いたしました。
大学教授を務め、経済史の分野で高い見識を有しており、その専門知識は当
社の取締役会の多様性に貢献し、コーポレート・ガバナンスを強化する役割
を果たしております。
また、上記のほか、監査等委員会7回に出席し、監査等委員と重要事項につ
いて情報共有し意見交換を行いました。

社外取締役（監査等委員）
飛田　博

当事業年度に開催された取締役会12回の全てに出席し、監査等委員会15回
の全てに出席いたしました。
弁護士として法律に関する専門的な知識と経験から、取締役会において、取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための提言を行うとともに、
監査等委員会においても、監査結果についての意見交換等において適宜必要
な意見を述べております。
また、上記のほか、当社の経営陣幹部の人事などを審議する指名委員会、報
酬委員会の委員長を務め、当事業年度に開催された指名委員会3回、報酬委
員会3回のすべてに出席することなどにより、独立した客観的な立場から会
社の業績の評価を人事に反映させるなど、経営陣の監督に努めております。

社外取締役（監査等委員）
井上　孝司

当事業年度に開催された取締役会12回のうち11回に出席し、監査等委員会
15回のうち14回に出席いたしました。
経営者としての豊富な経験、幅広い見識等に基づき、客観的かつ高度な視野
から当社の企業活動に助言・監査を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を
確保するための適切な役割を果たしております。

社外取締役（監査等委員）
山崎　浩太郎

同氏は2022年6月28日に開催された第73回定時株主総会において監査等委
員に選任され、就任いたしました。当事業年度において就任後開催された取
締役会10回の全てに出席し、就任後開催された監査等委員会11回の全てに
出席いたしました。
製造業を中心とした管理部門の責任者および監査役の経験を有しており、当
社の取締役会の重要事項の決定および業務執行の監督等の役割を果たしてお
ります。

ロ．当事業年度における主な活動状況

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および定款第27条第2項に基づき、取締役会決議があ
ったものとみなす書面決議が3回ありました。
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会計監査人の状況、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当時の決定に関する方針

支 払 額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 32百万円
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額 32百万円

⑶　会計監査人の状況
①　名　称　　　　　　　　　Mazars有限責任監査法人

②　報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、取締役、社内関係部署および会計監査人から必要な書類を入手し、当期の監査計画
の明細および報酬見積り額等の相当性を検討し審議した結果、会計監査人の報酬等の額について妥当
であると判断し、同意しております。

３．当社の子会社のうち海外子会社（孫会社）につきましては、当社の会計監査人以外の公認会計士また
は監査法人の監査を受けております。

③　非監査業務の内容
該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行状況や当社の監査体制等を勘案して会計監査人の

変更が必要であると認められる場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任
に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合に

は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会
が選定した監査等委員は、解任した旨および解任の理由を解任後最初に招集される株主総会に
おいて報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

⑷　会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。

⑸　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、財務構造や将来の事業展開を勘案しつつ内部留保の充実を図り、かつ、業績に応じた
配当を継続的に実施することを基本方針としております。

以上
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地図

会場：東京都世田谷区池尻三丁目１番３号
当社１階　 ＵＴＯＨホール
TEL　０３－６７５８－７１００（代）

日時：２０２３年６月２８日（水曜日）
午前１０時（受付開始：午前９時）

　ご来場の株主様へのお土産および製品の展示説明はございません。
　何卒ご理解たまわりますようお願い申しあげます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図

マンション

西口 北口 国道246号

池尻大橋駅
東急田園都市線

南口 東口

目黒川

至
渋
谷

至
三
軒
茶
屋

N

ガソリン
スタンド

三菱
ＵＦＪ銀行

◎交通
　東急田園都市線　池尻大橋駅下車西口よりすぐ。
◎お願い　会場には駐車場の用意がございません。

公共の交通機関をご利用ください。
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